
貸  借  対 __照  表
(平成 30年 3月 31日 現在 )

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 負 債 14.769.666流 動 資 産 24,376,352

1,689,600現 金 預 金 4,734,286 支 払 手 形

846.424 工 事 未 払 金 7,089,656受 取 手 形

完 成 工 事 未 収 入 金 5,156,397 短 期 借 入 金 730,590

367.985不動産事業未収入金 66,956 未    キユ、   金

10,004,015 未 払 法 人 税 等 1,086,811未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品 45,412 未 成 工 事 受 入 金 2,808,181

完成 工事補償 引当金 49,751販 売 用 不 動 産 2,062,282

487.618 賞 与 引 当 金 420,000繰 延 税 金 資 産

260,000のそ 他 986,385 工 事 損 失 引 当 金

△ 13,427 のそ 他 267,091貸 倒  引 当 金

固 定 負 債 7.713.860固 定 資 産 26,813,742

14.470.899 長 期 借 入 金 2,802,670有 形 固 定 資 産

建 物 6.412,039 長 期 預 り敷 金 保 証金 1,346,271

2,917,775構   築   物 154,303 繰 延 税 金 負 債

277,446 退 職 給 付 引 当 金 433,156機 械 装 置

のそ 他 213.987車 両 運 搬 具 1,208

負 債 合 計 22.483,527工 具 器 具 備 品 52,587

地土 5,038,307 純 資 産 の 部

株 主 資 本 25,442,780リ ス 資  産 64,051

3.000.012建 設 仮 勘 定 2,475,953 資   本   金

206.576 資 本 剰 余 金 1,658,242無 形 固 定 資 産

1.658,242181,380 資 本 準 備 金エ アソ フ ト ウ

25.246 利 益 剰 余 金 20,894,471のそ 他

750.00312,136.266 利 益 準 備 金投 資 その他 の 資産

そ の他利 益剰 余金 20,144,468投 資 有 価 証 券 11,120,314

590.035 岡市奮 産圧縮繕 立令 3,365,650関 係 会 社 株 式

長期営業外未収入金 99,000 別 途 積 立 金 7,700,000

繰 越 利 益 剰 余 金 91078,817のそ 他 327,128

△109.946貸 倒  引 当 金 △ 212 自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等 3.263,786

3.263.786その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計 28.706.567

51.190.094資 産 合 計 51,190,094 負 債 ・ 純 資 産 合 計
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損 益 計 算 書

平成29年 4月  1日 から

平成30年 3月 31日 まで

上
士

冗 回 33,355,443

完 成 工 事 高 29,551,420

不 動 産 事 業 売 上 高 3,804,023

売   上   原   価 28,080,599

完 成 工 事 原 価 25,980,294

不 動 産 事 業 売 上 原 価 2,100,304

売 上 総 利 益 5,274,844

完 成 工 事 総 利 益 3.571,125

不 動 産 事 業 総 利 益 1,703,719

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,909,772

営   業   利   益 3,365,071

営 業 外 収 益 270,262

受 取 利 息 配 当 金 258,719

のそ 他 11,543

営 業 外 費 用 77,622

支   払   利   息 71,390

のそ 他 6,231

3.557.711経   常   利   益

特   別   利   益 296,196

受 取 補 償 金 296.196

特   別   損   失 112,198

固 定 資 産 除 却 損 30.086

創 立 記 念 関 連 費 用 82,112

税 引 前 当 期 純 利 益 3・ 741,709

法人税、住民税及び事業税 1.553,523

法 人 税 等 調 整 額 △ 498,668

当 期 純 利 益 2.686.854



個 別 注 記 表

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

・子会社株式及び関連会社株式 … 移動平均法による原価法

。その他有価証券

時価のあるもの 。中期末日の市場価格等に基づく時価法 (評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの … 移動平均法による原価法

② たな卸資産の評価基準及び評価方法
・未成工事支出金 ―・個別法による原価法
・販売用不動産 ……・個別法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定)

・材料貯蔵品 … …… 総平均法による原価法 (貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定)

(2)固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 (リ ース資産を除く)・ 一定率法

ただし、賃貸用の固定資産及び平成 10年 4月 1日 以降に取得 した建物

(附属設備を除く)並びに平成 28年 4月 1日 以降に取得した建物附属
設備及び構築物については、定額法を採用 しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同
一の基準によつてお ります。

② 無形固定資産 (リ ース資産を除く)・…定額法

また、自社禾U用 のソフ トウェアについては、社内における利用可能期間
(5年 )に基づく定額法を採用 してお ります。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数 として、残存価額を零とする定額法を採用 しております。

(3)引 当金の計上基準

① 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討 し、回収不能見込額
を計上しております。

② 完成工事補償引当金

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当期の完成工事高に対する将来の見積補

償額に基づいて計上してお ります。

③ 賞与引当金

従業員及び執行役員の賞与の支払いに備えるため、賞与支給対象期間に在籍の従業員及
び執行役員に対する賞与支給見込額の当期対応分を計上してお ります。

④ 工事損失引当金

工事の完成に伴い発生することが確実な受注工事の損失に備えるため、工事原価の発生

見込額が受注金額を超過する可能性が高い期末手持工事のうち、当該超過額を合理的に見

積ることが可能となつた工事について、翌期以降の損失見込額を計上してお ります。

⑤ 退職給付引当金

従業員及び執行役員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資
産 (退職給付信託を含む)の見込額に基づき計上してお ります。

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当期末までの期間に帰属させる方法に



ついては、期間定額基準によつてお ります。

・数理計算上の差異、過去勃務費用の処理方法

数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数 (8年)に よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理し

てお ります。

過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数 (8年)に よる定額法により費用処理 してお ります。

(4)完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準
を適用 し、その他の工事については、工事完成基準を適用 しております。

なお、工事進行基準を適用する工事の当期末における進キ′ノキ度の見積 りは、原価比例法に

よつてお ります。

(5)その他計算書類の作成のための基本 となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式を採用 しております。

2.貸借対照表に関する注記

(1)担保に供 している資産及び担保に係る債務

① 担保に供 している資産

建    物         3,727,980千 円

構  築  物          48,758
機 械 装 置       87,230
土    地         2,577,190
投資有価証券        3,972,331

計 10,363,440

② 担保に係る債務

短 期 借 入 金

長 期 借 入 金

610,590千 円

2,802,670

計           3,413,260

(2)有形固定資産の減価償去口累計額  11,897,637千円

(3)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権          238,430千 円

長期金銭債権          106,888
短期金銭債務         1,162,542

(4)社有資産全般に亘る有効活用を更に推進するため、当期において一部の有形固定資産 (土

地、建物等)の保有目的を変更し、販売用不動産に 1,958,959千 円振替えております。

3.損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売 上 高          547,156千 円

仕 入 高         6,573,317
営業取引以外の取引による取引高  34,616



4.株主資本等変動計算書に関する注記

当期末における自己株式の種類及び株式数

普 通 株 式     265,295株

5.税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金損金算入限度超過額,退職給付引当金損金

算入限度超過額等であり、繰延税金負債の発生の主な原因は、その他有価証券評価差額金 ,

固定資産圧縮積立金等であります。

なお、評価性引当額 1,600,593千 円を計上してお ります。

6.リ ースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上 した固定資産のほか、事務機器、製造設備等の一部については、所有権

移転外ファイナンス・ リース契約により使用 してお ります。

7.関連当事者との取引に関する注記

役員及び個人主要株主等 (単位 :千円)

(注)1.上 記の金額のうち、取引金額及び期末戎高には消費税等が含まれております。

2,取引条件及び取引条件の決定方針等

l抑巴技研への構造物部材の加工及び研究委託等は同社から提示された価格を検討の上決

定しており、支払条件は、通常の支払条件と同一であります。

3.当社役員及びその近親者が議決権の 58%を 直接保有してお ります。

属性
会社等
の名称

住所
資本金又は出

資金
事業の内容

議決権等の所
有 (被所有)

割合

関係内容

役員の兼任等 事業上の関係

役員及
びその

近親者
が議決
権の過
半数を
所有 し
ている
会社等

棚巴技研
(注 3)

東京都
中央区

100,000

技術研究、試験装
置の設計・製作

(所有 )

直接 32.24%
(被所有)

3,63%

な し 技術研究委託他

取引の内容
取引金額

(注 1)
科 目

期末残高
(注 1)

構造物部材 の加工

他
(注 2)

86,256 工事未払金 45,106

出向者退職給与負
担収入

2 773

機械装置購入 17,280



属性
会社等
の名称

住所
資本金又は

出資金
事業の内容

議決権等の所
有 (被所有)

割合

関係内容

役員の兼任等 事業上の関係

子会社

い札幌

巴 コー

ポ レー

シ ョン

北海道
札幌市

50,000

鋼構造物の製作、
施工

(所有 )

直接 87.50%
1名 製品の加工

取引の内容
取引金額

(注 1)
科 目

期末残高
(注 1)

錮構造物 の外注加
工 他   (注 2)

4,558,177
支 払 手 形
工事未払金

未 払 金

279,
467,

8,

400
294
941

子 会 社 等

(注)1

2

8.1株 当たり情報に関する注記

1株 当た りの純資産額

1株当たりの当期純利益

(単位 :千円)

上記の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

仰札幌巴コーポレーションヘの鋼構造物の外注加工は、市場価格並びに同社から提示さ

れた価格を検討の上決定しており、支払条件は、通常の支払条件と同一であります。

708円 84銭

66円 34銭

9.重要な後発事象に関する注記

該当する事項はありません。

10,そ の他の注記

金額の表示

貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書の記載金額は千円未満を切 り捨て

て表示しております。




